〔要　求〕
	６．女性労働者の労働条件等の改善
⑴　『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職強要はなくすこと。


〔解　説〕
⑴　地方公務員法13条は、性別を理由とする差別を罰則付で禁止しています。また、均等法では募集・採用、配置・昇進・降格・教育訓練、福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・労働契約の更新といった雇用のステージにおける性別を理由にした差別の禁止と、この差別を解消していくための積極的な措置（ポジティブアクション）により男女雇用平等をはかることが規定されています。

　地公法13条を根拠に均等法の差別禁止規定を生かし、あらゆる職場・職域への女性の積極的登用と、そのための条件整備に取り組みましょう。具体的な取り組みにあたっては、男女平等実現についての労使の合意形成をはかっていくことが重要です。

　まず、採用および配置が、男女の差別なく公平に行われているかチェックしてみましょう。その対象から男女のいずれかが排除されていないか、条件を男女で異なるものとしていないか、男女のいずれかを優先していないか。昇任・昇格についても同様です。そうした措置は均等法第５条、第６条により禁止されています。ただしポジティブアクションを講ずる場合はその限りではありません。
⑵　夫の昇格を理由として共働きの妻が退職を迫られる慣行が残っている場合があります。過去に職場結婚を理由とした退職強要は「憲法13条の結婚は自由を有するものであり、いかなる形の規定や慣行による任意退職でもすべて無効」であるという判例（「茂原市役所事件判決」千葉地裁1968年５月）が確立されています。退職の勧奨に際し、その対象を男女いずれかのみとすること、条件を男女で異なるものとすること、その方法や基準について男女で異なる取り扱いをすること、男女のいずれかを優先することは均等法第６条第４号により禁止されています。また、形式的には勧奨退職であっても、有形無形の圧力により、労働者がやむを得ず退職を選択し、それが真意に基づくものでないと認められる場合は、「解雇」に含まれるとされています。
⑶　研修カリキュラムのなかに、必須項目として「男女平等研修」を組み込むこと。

　男女平等を積極的に進めるためには、管理職、係長級、新規採用職員をはじめ、男女職員全員を対象とした、計画的で継続的な男女平等研修が必要です。研修により、男女平等についての意識改革とコンセンサスづくりをしていかなければなりません。計画的な研修の実施とカリキュラムづくり、効果測定に積極的に関わりましょう。
⑷　改正される前の均等法では、女性労働者について婚姻・妊娠・出産等を理由とする「解雇」のみが禁止されていましたが、現在の均等法ではこれらを理由とする「解雇以外の不利益取扱い」も全面的に禁止しています。

　※均等法第９条第３項により禁止される「解雇その他不利益な取り扱い」例

　　・解雇
　　・期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと
　　・退職又は正職員を非正規職員とするような労働契約内容の変更を強要すること
　　・降格させること
　　・就業環境を害すること
　　・昇進、昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと
　　・不利益な配置を行うこと
〔要　求〕
	６－⑵　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。

⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

⑦　生理休暇制度を拡充すること。また、生理休暇を取得しやすい環境の整備や職場風土の醸成を行うこと。

⑧　更年期症状の緩和や更年期前後における健康検査および保健指導等を受けるための更年期障害休暇を制度化すること。


〔解　説〕
⑴　産前８週（多胎14週）、産後13週の制度化と代替職員の確保
①　労働基準法第65条では、産前６週間（多胎14週間）、産後については８週間（強制６週間）の休暇が認められています。

　産前休暇については、実際の出産が予定日より早ければそれだけ短縮され、逆に予定日より遅れた場合はそれだけ延長されます。出産当日は産前休暇になります。出産する女性の請求によって開始される休暇であり、本人が請求すれば必ず休暇を与えなければなりません。

　産後休暇は、出産翌日から数えて８週間の休暇が定められていますが、このうち６週間については強制的な休暇であり、使用者が就業を命令できないことはもちろん、出産した本人からも就業を申し出ることはできません。６週間以降は本人が請求すれば、医師が健康に支障がないと認めた業務につくことはできます。本人が請求しないのに、使用者から就業を命じることができないことはいうまでもありません。
②　産後休暇だけが強制休暇になっているのは、産前の休養の必要度には個人差があるが、産後の母体回復は（妊娠４月以上の死産、流産も含めて）、すべての女性に必要だからです。しかし、産前の無理な労働が妊娠中毒症や早産の原因になることは明らかなので、産前休暇についても十分な長さを確保するために８週間を求めています。
③　また産後13週については、実際に育児にかかわる女性から、「子どもの首がすわるまでは最低13週が必要」との要望が強く、連合・自治労本部の要求項目にもなっています。
⑵　母子保健法は、妊産婦の保健指導や健康診査について定めていますが、均等法12条および13条では、すべての事業主に対し、女性労働者が通院のために必要な時間の確保や勤務時間の軽減などの措置をとることを義務づけています。これに基づき、通院休暇に関する規定を設けることが必要であり、規定がなくても、妊産婦である女性が申請すれば、通院休暇を取ることができます。受診すべき回数は次のとおりです。また、これは病院への往復の時間や待ち時間も含まれます。このための必要な時間や回数・条例・規則を点検してより休暇を取得しやすくするために制度化を進めましょう。また、通達では「歯科検診、母親学級等への参加をできるだけ認めるように」となっています。妊産婦の健康管理の面から、通院休暇に初回検診や歯科検診・母親学級への参加も認められるようにしておきましょう。
	　参　考
ア．産前　・妊娠初期より妊娠23週（６ヵ月末）までは、４週間に１回
・妊娠24週（７ヵ月）～35週（９ヵ月末）まで、２週間に１回
・妊娠36週（10ヵ月）～出産まで、１週間に１回
　ただし医師・助産師がこれと異なる指示をした時は、その指示による。
イ．産後　１年以内医師、助産師が指示するところによる必要な時間
ウ．厚生労働省から「妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置」に関する通達（指針）が出されています。母親等・両親学級での保健指導、歯科検診及び保健指導についても出来る限り受けることができる様に配慮することが望ましい、となっている。


⑶　妊娠障害休暇にかかるさまざまな体調不良（つわり等）を最低14日として制度化すること。また、運用の自由を認めること。
　妊娠中や出産後の症状に関して、女性労働者が医師等から休業すべき旨の指導を受け、申し出を行った場合、使用者は医師等から指示された措置が必要な期間、休業の措置を講じなければなりません。

　妊娠は、病気ではないことから病気休暇とは別に設ける必要がありますので、本人の申請があった場合には、できる限りの休暇を取得できるよう制度化に取り組みます。
⑷　通勤帯の交通機関の混雑の状況によっては、通勤時の苦痛が、つわりの悪化、流早産等につながる恐れがあることから、時差出勤、勤務時間の短縮を求めます。ラッシュアワーを避けるための時差出勤だけでなく、一日30～60分の時間短縮も講じることとされています。

　必ずしも医師等の指示を要しないこととし、妊娠中の女性労働者から申し出があった場合は、適切な措置を講じるようにさせましょう。また交通機関とは電車、バス等の公共交通機関の他、自家用車も含まれます。労基法第65条では妊婦の請求によって、他の軽易な業務への転換をはからなければならないとしています。軽易な業務が無い場合、新たに軽易な業務を創設する義務までないとされていますが、この場合でも使用者は軽易業務転換の請求を拒否することはできず、また、軽易な業務は無いから休むように強制できるわけではありません。同じ業務のなかの重労働部分を外したり、仕事量を減らすなど仕事のやり方を変えたり、休憩時間を多くするなどの措置は、どの職場でもできるはずです。均等法13条により、きめ細かい措置を講ずることが事業主に義務づけられています。
⑸　妊娠初期は流産を避けるため、妊娠後期では異常発生の危険性が高まるため、長時間の立ち作業や座業、緊張の高い作業などは労働の負担の軽減が必要になります。また、１歳程度の乳児を抱える女性は、夜中の授乳や夜泣きの乳児の世話などで、極度の睡眠不足と披露に陥っていることが少なくありません。妊産婦に対する負担の軽減も同様にはかっていかなければなりません。

　妊娠中はバランスのある食生活が必要となり、休憩時間の延長や補食時間の確保が欠かせないものです。妊産婦の症状や環境などを考慮した休憩時間の延長、回数の増加、適切な場所（寝床があること、横になれること）の確保、立ち作業従事の場合は、椅子を置いて休憩を取りやすいようにするなど休憩の取り方について、具体的な措置を進めましょう。さらに、休養設備などハード面は、安全衛生委員会等で点検し、整備・拡充しておきましょう。
⑹　妊産婦が請求した場合にあっては、「時間外協定に関わらず時間外労働または休日に労働させてはならない」との労基法上の強制規定になっています。妊産婦とは出産１年以内の女性労働者のことです。

　深夜業についても労基法同条３項で、妊産婦が請求した場合には、深夜業に従事させてはならないという強行規定になっています。なお、変形労働時間制についても同様です。

　労基法を遵守させるとともに、妊産婦の時間外労働等は禁止するよう労使で確認しておきましょう。
⑺　育児・介護休業法の第22条では、事業主が、労働者が育児・介護休業を取得しやすく、また復帰後の就業が円滑に行われるように、必要な措置を講じる努力義務があるとしています。具体的には、職場での職員全体の配置、他の職員に対する業務の再配分、人事ローテーション等による配置転換、代替職員の確保などが考えられます。公務員についても、公務の適正な運用を確保し、育児休業を取りやすい状況を確保するため、必要に応じて代替職員を配置することになっていますが、当初よりゆとりのある人員配置を求めることが大切です。

　そうはいっても、育児休業・介護休業休暇制度の活用を進めるうえで、代替職員の確保はたいへん重要です。職員が職場の仲間に気がねすることなく、育児・介護休業を取ることができるよう適切な措置をとることは、事業主の責務なので、当局の責任において代替職員を確保することを強く求めましょう。

　なお、地方公務員の育児休業については、１年を限度とする臨時的任用あるいは休業期間を限度とする任期付き採用で代替職員を確保することとなります。任期付き採用については、制度の濫用を防ぐため、当局に対して育児休業に限った制度となるよう厳格な運用を求めましょう。また、代替職員の賃金労働条件についても十分確保されるよう交渉を求めましょう。
⑻　労働基準法68条には、「使用者は、生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を申請したときは、その者を生理日に就業させてはならない」と明記されています。労基法では、有給の保障はされていませんが、多くの自治体では、条例で生理１回につき２日以内の生理休暇を有給で認めています。自治体によっては、取得期間を「３日以内」や「必要に応じた期間」としているほか、時間単位での取得も可能です。一方、会計年度任用職員等の休暇制度では、多くの自治体で無給の休暇となっており、有給化を進めることが必要です。

　また、「生理休暇が取りづらい」という声が非常に多く、人員不足などの職場体制のほか、休暇の名称や生理に対する理解が深まっていないことなども要因となっています。名称変更や柔軟な取得方法の権利拡充などとあわせて、生理をはじめとした体調の変化をお互いにおもんばかる職場づくりを進めましょう。

⑼　閉経前後の５年間を更年期と呼び、この期間に現れるさまざまな症状のなかでほかの病気を伴わないものを更年期症状と呼び、なかでも症状が重く、日常生活に支障をきたすものを更年期障害と呼びます。厚生労働省の通知では、母子保健法「母性、乳幼児の健康診査及び保健指導に関する実施要領」により、更年期前後に少なくとも年１回、健康診査および保健指導等を受けることが望ましいことが明記されています。女性の更年期障害はよく知られていますが、男性更年期障害もあります。また、更年期症状は、循環器疾患やこころの病気などと間違いやすく、正しい治療を受けるためにも、自己判断をせずに受診をすることが大切です。自分のからだとむき合いながら働くことができるよう、更年期症状の緩和や健康診査等を受けるための、休暇の新設・拡充に取り組みましょう。
〔要　求〕
	６－⑶　「女性職員の採用・登用拡大計画」の策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。
　　⑷　女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」を、男女平等とワーク・ライフ・バランスの視点でしっかりと検証し、より実効性のある計画となるよう改善するとともに、計画の進行管理を行うこと。


〔解　説〕
⑴　均等法では「採用・募集」について、男女に均等な機会が保障されなければならないことを規定していることに基づき、「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」の策定および年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定と実行を要求していきます。その際、採用数の男女別統計は使用者の責任において作成・提供するよう求めます。使用者の姿勢がかたくなである場合は、労働組合で独自に調査し、データを具体的に示すことが必要です。

⑵　2015年８月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」）は、男女共同参画社会基本法の基本理念に則り、自らの意志によって職業生活を営み、または営もうとする女性が個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することについて、国、地方公共団体、国民が担う責務を明らかにし、2016年４月より10年間をかけて集中的かつ計画的に取り組むためにつくられたものです。

⑶　この法律により、2016年４月から地方公共団体は「特定事業主行動計画」を策定・周知・公表し、基礎項目の取り組みの実施状況等を点検し、公表することが義務づけられていますが、点検には労働組合として積極的に関与することが重要です。

⑷　また、地方公共団体（都道府県および市町村）は、国の基本方針を勘案し、当該地域における女性の活躍を推進するための「都道府県推進計画」または「市町村推進計画」（以下「推進計画」という）を策定する努力義務が課されています。

⑸　また、職場の非正規雇用で働く労働者の状況を把握、課題分析することは非常に重要であることから、非正規労働者を含めたすべての労働者を対象とし、把握・課題分析するよう事業主に求めることが必要です。
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